
■ 個人の給与が決定するまでの流れ

級と号俸によって決定される給与は、それぞれの変更によって給与額が変わります。

級をより上位の級に変更することを「昇格」、号俸をより上位の号俸に変更することを「昇

給」といい、ともに勤務成績が良好な職員に対して行います。

■ 給与の変更の仕組み

適用給与表の
決定

従事する職務の種類

採用時の等級・号俸の決定

時

間

経

過

級の決定

職務内容と責任の程度

号俸の決定

資格、学歴免許、経験

新たな
給与の決定

昇　格

新たな
級の決定

原則として一級上位へ

新たな
号俸の決定

対応号俸等の号俸

昇　給

普通昇給
特別昇給

2）給与の変更

給　与　表

適用する給与表の決定

給
与

手　当　制　度

級の決定

（個人による手当の届出）
手
当

手当の認定

号俸の決定

個人の給与の決定
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3）厚生労働省の指針に基づき国家公務員の福祉職俸給表を参考にした
望ましい介護職賃金表計算プログラム
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66 雇用に係るコンプライアンス

介護職員の定着・育成を進めるうえで、労働基準法、労働安全衛生法などの労働関係法令

を遵守し、適切な雇用管理を行うことが大切です。ここでは、新入職員を雇い入れる際の雇

用契約時の法令遵守（コンプライアンス）項目について示します。

（1）労働基準法、労働安全衛生法の規定によるもの

①国籍、信条、社会的身分による差別の禁止（労働基準法（以下労基法と記す）第3条）

使用者は労働者の国籍、信条、又は社会的身分を理由として、賃金、労働時間、解

雇その他の労働条件についての差別的取扱いは禁止されている。

②男女同一賃金の原則（労基法第４条）

女性であることを理由に賃金の差別は禁止される。ただし従事する職務、雇用形態

（正社員、パート、契約社員など）、責任と権限、資格、勤務実態等が異なれば違反

とはされない。

③労働基準法で定める基準に満たない労働条件を定める労働契約は無効（労基法第

13条）。

無効となった部分については労基法に定める基準が適用される。なお、個別契約に

対する規制の法的効力の順位は法律上以下のとおりと定められている。

第1位　法令

第2位　労働協約

第3位　就業規則

第4位　労働契約

④労働契約の期間（労基法第14条）

労働契約の期間は、期間の定めのないものを除き、一定の事業の完了に必要な期間

を定めるもののほかは3年（特定の業務に就く者を雇い入れる場合や、満60歳以上

の者を雇い入れる場合は5年）を超えないこととされている。

労働契約

・期間の定めのない契約

・期間の定めのある契約

原則：3年を超えてはならない

例外：3年を超えて契約することが認められるもの

1．一定の事業の完了に必要な期間を定めるもの

1）雇用契約時のコンプライアンス
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｛例｝土木工事等の有期的事業で、その事業の終期までの期間を定める契約

2．第70条による職業訓練のため長期の訓練期間を要するもの

｛特例｝

例外：5年まで可能なケース

次のうちいずれかに該当する場合に限られます。

1．厚生労働大臣が定める基準に該当する高度の専門的知識、技術、経験を有す

る労働者をそのような高度の専門的知識等を必要とする業務に就かせる場合

2．満60歳以上の労働者を雇い入れる場合

５年までの契約が認められる高度の専門的知識等を有する者として
厚生労働大臣が定める基準

①博士の学位（外国において授与されたこれに該当する学位を含む）を有する者
②次のいずれかの資格を有する者

③次のいずれかの能力評価試験の合格者

ア　公認会計士

イ　医師

ウ　歯科医師

エ　獣医師

オ　弁護士

カ　一級建築士

ア　システムアナリスト資格試験合格者

イ　アクチュアリーに関する資格試験合格者

（注）学歴及び実務経験の要件

※学歴の要件については、就こうとする業務に関する学科を修めて卒業することが必要

④次のいずれかに該当する者

ア　特許法上の特許発明の発明者

イ　意匠法上の登録意匠の創作者

ウ　種苗法上の登録品種の育成者

キ　税理士

ク　薬剤師

ケ　社会保険労務士

コ　不動産鑑定士

サ　技術士

シ　弁理士 

⑤　（1）一定の学歴及び実務経験（注）を有する次の者で年収が1,075万円以上の者

　　（2）システムエンジニアとして５年以上の実務経験を有するシステムコンサルタントで、
　　　　年収が1,075万円以上の者

⑥国等によりその有する知識、技術、経験が優れたものであると認定されている者

ア　農林水産業の技術者

イ　鉱工業の技術者

ウ　機械・電気技術者

学歴

大学卒

短大・高専卒

高卒

実務経験

５年以上

６年以上

７年以上

エ　土木・建築技術者

オ　システムエンジニア

カ　デザイナー
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有期労働契約を締結、更新、あるいは雇止めをする場合の留意点は以下のとおりです。

（1）契約締結時の明示事項等

（1）使用者は、有期契約労働者に対して、契約時にその契約の更新の有無を明示しな

ければなりません。

（2）使用者が、有期労働契約を更新する場合があると明示したときは、労働者に対し

て、契約を更新する場合またはしない場合の判断の基準を明示しなければなりま

せん。

※契約を締結した後に、（1）（2）について変更した場合も同様です。

（2）雇止めの予告

使用者は、有期労働契約を更新しない場合には、少なくとも契約の期間が満了する日

の30日前までに雇止めの予告をしなければなりません。

※雇止めの予告が必要な有期労働契約とは、契約を3回以上更新している場合および

1年を超えて継続雇用している場合です。また、契約を更新しないことがあらかじ

め明示されている場合は対象になりません。

（3）雇止めの理由の明示

使用者は、雇止めの予告後に、労働者が雇止めの理由について証明書を請求した場合

は、遅滞なく交付しなければなりません。

【判断の基準の明示例（できるだけ書面で明示してください）】

・契約期間満了時の業務量により判断する

・労働者の勤務成績、態度により判断する

・労働者の能力により判断する

・会社の経営状況により判断する

・従事している業務の進捗状況により判断する　等

【更新の有無の明示例（できるだけ書面で明示してください）】

・自動的に更新する

・更新する場合がある

・契約の更新はしない　等

｛参考｝

有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準（根拠、労基法第14条の2、平成

15年厚生労働省告示第357号、改正平成20年厚生労働省告示第12号）

2）有期労働契約のコンプライアンス
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